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１．は じ め に

我が国における１９８０年代以降の所得分配の不平等化が橘木（１９９８）において

主張されてから，この問題提起に関する様々な論争が盛んである。所得分配の

研究においてどのような所得概念を採用するのかは分析目的によるが，所得分

配の不平等性を解明する場合は，実収入を用いるのが望ましい。そこで，拙稿

（１９８９，１９９５）において，橘木（１９９８）が主として利用した『所得再分配調査』

（厚生省）を補完する資料として『国民生活実態調査』／『国民生活基礎調査』

（厚生省）を利用し，実収入分配の８０年代の不平等化を明らかにした。さらに，

小論においては『所得再分配調査』を採用し，当初所得（再分配前所得）およ

び再分配（後）所得の８０年代初頭から２１世紀初頭までの不平等化傾向が明らか

にされるので，とくべつこの論争を整理するつもりはここではない。ここでの

主眼は政府による所得再分配を分析することなので，当初所得（再分配前所得）

と再分配（後）所得とが所得概念として採用される。

社会保障の機能の１つである所得再分配を評価する場合，再分配によって不

平等がどのように変動したのか，またどのような社会保障項目／要因がこの不

平等の変動に深く係わっているのかなどを計測するのが伝統的な方法である。

そこで，第２節において，再分配による不平等の変動を説明する要因とその寄

与度を調べるために，不平等測度の所得源泉別分解法が応用される。さらに第

３節において，再分配による不平等の全体的な改善度と所得階層間の移動度と

1) 小論の作成過程における数値計算等には R言語・環境が利用された。
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の関連についてが解明される。そこでは，所得階層間の移動状況を記録した行

列データがある場合には，推移行列を推定した後にそれから移動度が計測され，

分配のベクトルデータしかない場合には，それから直接的に移動度が計測される。

Fields＝Ok（１９９６，１９９９）が移動性の観点から２つの分配ベクトル間の移動

性の要約尺度を絶対型と相対型の２種類提案して以降，多くの移動尺度が提案

されている2)。ほとんどの移動性尺度が，２つのベクトル間の距離的なものを

測定しているとするなら，多数ある距離測度のなかから分析目的に応じた測度

を選択することができる。小論では再分配による移動性を測るという目的から，

Fieldsと Okとによる２種類の尺度のバリアントが用いられる。

２．再分配による不平等の変動

２．１再分配による不平等の改善度の変動

小論が分析のために採用する『所得再分配調査』3)においては，当初所得と再

分配後の所得4)との基本構造は次のようになっている。

再分配（後）所得＝当初所得－総拠出＋総給付 （２．１）

総拠出＝直接税＋社会保険料

総給付＝社会保障現金給付＋社会保障現物給付（医療費）

「所得再分配効果」として定期的に公表されているのは，当初所得の分配の

ジニ係数から再分配後のジニ係数への変動を相対化した「改善度」とよばれる

指標である。当初所得および再分配所得のジニ係数と税・社会保障による不平

等度の全体としての改善度の変動を示す図２－１（上部）によると，

１．当初所得の不平等度と再分配所得の不平等度との時系列変動は，この４０

年間ほぼ同一である。とくに，両者のジニ係数は７０年代初頭と８０年代初頭

2) 例えば，Checchi＝Dardanoni（2003）は Fieldsと Okとによる2種類の尺度以外に，
8種類の尺度を提示し，各々の計測を行っている。

3) 厚生省大臣官房企画室（1978年版）／厚生労働省政策統括官付政策評価官室（2002
年版）

4) 所得の値は調査時期の前年1月1日から前年12月31日までの状況に関するものであ
る。
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を底に最近の２０年間以上上昇し続けている。

２．税・社会保障による全体的な改善度の変動傾向も所得不平等の傾向とほ

ぼ同一である。つまり，この４０年間については，所得不平等が高いほど全

体的な不平等の改善度も高いといえるが，当初所得の分配の不平等の上昇

傾向のほうが再分配所得の不平等の上昇傾向よりも強いために改善度に上

昇傾向が生じているにすぎない。

税・社会保障による不平等度の全改善度，社会保障による改善度および税金

による改善度の変動については，次のようにいえるだろう（図２－１下部）。

１．税・社会保障による不平等度の全改善度の変動傾向と社会保障による改

善度の傾向は，この４０年間ほぼ同一である。とくに，８０年代初頭における

前者の１０％，後者の５％から，最近の２０年以上上昇し続け，２００２年調査で

は前者は約２４％，後者は２１％にまで上昇している。

２．これにたいし，直接税による改善度は８０年代初頭の５．４％から低下傾向

にあり，とくに，１９８９年の消費税の導入以降この傾向は著しく，２００２年調

査では１％にも満たない。

しかし，直接税は日本経済の時期によってはかなりの再分配効果がある。そ

こで，再分配要因としての社会保障項目をさらに細分することによって，個々

の社会保障項目の再分配効果と直接税の再分配効果との比較を次に試みる5)。

また，再分配による全体的な改善度と所得階層間の移動度との関連について

は，第３節において解明される。

２．２再分配要因の寄与度

再分配による不平等の低下を説明する要因とその寄与度を調べるために，

Shorrocks（８２）が一般的に提示した不平等測度の所得源泉別分解法を応用す

る。

１）所得構成要素による分解原理

個人 i の所得を yi（i＝1 ,...,n），その分配ベクトルを Y＝（y1,..., yn）と各々する

5) 1980年代に関するクロスセクション分析については拙稿（1990）を参照。
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図２－１ Gini係数及び改善度の時系列変動

（資料）『所得再分配調査』各年版により作成。
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とき，不平等測度 I（Y）は次の仮定（１）を満たすものとする。

仮定（１）

１．I（Y）は連続で対称。

２．Y＝μe ならば，そしてそのときに限り，

I（Y）＝0．

ここに，μは Y の平均所得，e＝（1 ,...,1）である。

次に，個人 i の所得構成要素 k からの所得を���（k＝1 ,...,K），要素 k に関す

る分配ベクトルを��＝（���,...,���）と各々するとき，

yi＝�
�

�

��
�
�
i＝1 ,...,n．

ならば，総所得の不平等度に対する要素 k の寄与度は，

Sk（Y 1,...,Y K ; K）．

で表されるとする。このときこの寄与度は以下の仮定（２）～（４）を満たすとする。

仮定（２）

Sk（Y 1,...,Y K ; K）は連続であり，構成要素は対称に取り扱われる。

仮定（３）

任意の構成要素の寄与度は分解の水準とは独立である。

S1（Y 1,...,Y K ; K）＝S1（Y 1,Y－Y 1 ; 2）＝S（Y 1,Y）．

仮定（２）から，

Sk（Y 1,...,Y K ; K）＝S（Y k,Y）．

をえる。

仮定（４）

寄与度の合計は全体の不平等度に一致する。

�
�

�

Sk（Y 1,...,Y K ; K）＝�
�

�

S（Y k,Y）＝I（Y）． （２．２）

そこで，次の定理がえられている。

定理（Shorrock 1982）

仮定（２），（３）および（４）が満たされれば，次式が成り立つ。
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S（Y k,Y）＝a（Y）Y k＝�
�

�

ai（Y）���． （２．３）

ここに，

I（Y）＝a（Y）Y＝�
�

�

ai（Y）yi． （２．４）

である。

（２．３）式は不平等測度が所得の加重和で表されるならば，構成要素 k の分

解上の寄与度にも同一の加重が適用されることを意味している。このような厳

しい仮定を認めるならば不平等度の加法分解ができるのだから，（２．２）式を擬

似分解と呼ぶことにする。

２）再分配要因の寄与度

総所得の不平等度の所得源泉別の加法分解は，よく知られたいくつかの不平

等測度で試みられているが6)，上に列挙した諸仮定を受け入れるならば測度の

選択とは独立だから，小論においては Theil（１９６７）測度を採用する。Theil測

度を T（Y）とするとき，擬似分解は次のように書ける。

T（Y）＝ �

��
�
�

�

yi log（
��
�
）

（２．５）

＝�
�

�
�

��
�
�

�

��
� log（

��
�
）．

（２．５）式は Shorrocks（１９８２，p．１９９）のいう「自然な」要因分解の１つであ

り7)，これを

T（Y）＝�
�

�

T＊（Y k）． （２．６）

と書き，この（２．６）式に（２．１）式を適用した場合，T＊（Y k）を再分配要因 k

の擬似 Theilと呼ぶことにする。

さて，当初所得の不平等度を擬似 Theilにより要因別に分解した結果が表

6) 例えば，理論については，Rao（1969），Fei et al.（1978）などの研究があり，実証
に関しては，高山（1980），跡田・橘木（1985），橘木・八木（1994）などの研究が
ある。

7) （2.4）式の中の係数 ai（Y）は一意的には決定されない。
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２－１だが，この表は，当初所得の不平等度に各々の再分配要因等の不平等度

がどの程度占めているのかを示していると解釈することができるので，当初所

得の不平等度がどの年度においても，再分配所得の不平等度以外では，税金，

社会保険料，現金給付および現物給付の４つの再分配要因の不平等度によって，

説明されると読みとることができる。

この表２－１を用いて，当初所得の不平等度から再分配所得の不平等度への

低下に，各々の再分配要因が相対的にどの程度寄与しているのかを仮想的に明

らかにしたのが図２－２であり，さらに１９７８年から２００２年調査にかけてのその

変動が示されている8)。この不平等の改善に貢献した最大の要因は，７０年代か

ら９０年代初頭までは，税金（１６％～２１％）であり，それ以降２１世紀初頭までは

現金給付（１５％～２０％）で，そのほとんどが年金給付である。ジニ係数の改善

度の場合に明らかにされたように，このことは９０年代初頭までは直接税の再分

配効果がかなり効いていたことと，９０年代以降の人口の高齢化に伴い，年金制

度が急速に成熟化していることとに対応している。また，現物給付の寄与度の

変動はおだやかだが（５％～７％），７０年代後期から２０年以上にわたって不平

等の改善に一定の貢献をしている9)。

8) 図2－1における公表 Gini係数の場合の改善度に当たるものが，ここでは相当に大
きく推定されている。その理由として次の3つが考えられる。1）公表 Gini係数は個
票データから計測されている。2）小論の Theil測度は集計データから計測されてい
る。3）加法分解式を利用するために擬似 Theilが利用されている（7)参照）。したがっ
て，各年度の各々の数値よりもそれらの変動傾向のほうにおおきな意味がある。

表２－１ 当初所得の不平等（Theil測度）の要因分解

当初所得 再分配所得 税 金 社会保険料 現金給付 現物給付

１９７８ ０．２２４２ ０．１６０２ ０．０３５２ ０．００５９ ０．０１１８ ０．０１１１
１９８１ ０．２１４９ ０．１２５４ ０．０４４５ ０．０１５９ ０．０１８６ ０．０１０４
１９８４ ０．２５７９ ０．１５５０ ０．０５１８ ０．００７５ ０．０３０６ ０．０１３０
１９８７ ０．２４７６ ０．１４１８ ０．０４８７ ０．０１０９ ０．０３１９ ０．０１４３
１９９０ ０．２８３４ ０．１７０２ ０．０４４８ ０．０１０２ ０．０４２１ ０．０１６２
１９９３ ０．２７８５ ０．１６０１ ０．０４５１ ０．０１３２ ０．０４３４ ０．０１６６
１９９６ ０．２６１９ ０．１４８９ ０．０３７７ ０．０１１６ ０．０４６５ ０．０１７２
１９９９ ０．２９０７ ０．１６２８ ０．０３５５ ０．０１６９ ０．０５４７ ０．０２０７
２００２ ０．２８７４ ０．１５５５ ０．０３４９ ０．０１８２ ０．０５８１ ０．０２０８

（資料）『所得再分配調査』各年版により計測。
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先の図２－１によると，ジニ係数の全改善度は７０年代後期から一貫して上昇

しており，このことは図２－２における Theil測度による再分配所得の寄与度

の７０年代後期からの低下傾向に対応している10)。つまり，各要因の寄与度の合

計の残余は，当初所得の不平等度に対する再分配所得の不平等度の構成割合と

解釈することができるから，この構成割合の低下は，ここでも不平等の改善度

の上昇を意味している。しかしながら，当初所得の分配の不平等の上昇傾向の

ほうが再分配所得の不平等の上昇傾向よりも強いために不平等の改善度に上昇

傾向が生じているにすぎないのである。そこで次の興味は，この改善度と再分

配による所得階層間の移動性との関係である。

9) 拙稿（1988，1989）で明らかにされたように，社会保険の制度によっては保険料
にいくぶん逆進性をもつ制度が分立しているから，社会保険料の影響はほとんどな
いといえる。

10) ジニ係数の改善度と時との相関係数が0.958と大きいから，ジニ係数の改善度は上
昇傾向にあるといえる。

図２－２ 再分配要因の寄与度の変動

（資料）表２－１により作成。
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３．再分配による所得階層間の移動性

３．１推移行列の利用

所得再分配の状況を明らかにした行列形式のデータは，我が国では８０年代以

降には公表されてないが，７０年代については『所得再分配調査報告』（厚生省

大臣官房企画室）において公表されている。そこで，８０年代以降との比較の出

発点として１９７８年調査についての再分配行列の横断面分析を試みることができ

るが，それを行う前にその分配ベクトルの特徴を明らかにしておく。

１）当初所得の分配と再分配所得の分配の比較

当初所得の分配から再分配所得の分配への変動を基本統計量でみると，平均

所得（年額）が３２８万円から３１７万円へと減少するが11)，不偏分散も変動係数も

各々，５６１８９→３４１３２，０．７２２６→０．５８３２と低下している12)。この不平等の低下は

２つの分配の度数分布の階段プロット（図３－１）を比較してもわかる。当初

所得の分配は年収０近くから，１２００万円くらいまでの広がりがあるが，再分配

所得の分配においては，その範囲が１００万円くらいから１０００万円くらいに縮小

している。しかし，推移行列からえられるほどの情報が度数分布には含まれて

ないから，その型自体にはおおきな変化はみられない13)。

２）分配上の変換と推移行列

個人 i の所得を xi（i＝1,...,n），その分配ベクトルを X＝（x1,..., xn）と各々する

とき，ある一定期間で個人所得 xiが yiに変動したと仮定する。このとき，X

は Y＝（y1,..., yn）へ「変換された」といい，この分配上の変換を X→Y と書く14)。

Solow（１９５１）および Champernowne（１９５３）が所得移動性の研究に推移行列

を利用して以来，この分野の研究は分配ベクトルよりも推移行列を多用してい

11) 『再分配調査』によると，平均所得がこのように減少するのは1993年調査までで，
1996年調査から2002年調査までは増加している。

12) 公表ジニ係数の改善度の7.4%に比べて，不偏分散の低下率39.3%，変動係数の低下
率19.3%と不平等測度によって，その改善度は異なる。もちろん，前者は絶対型測度
であり後者は相対型測度だから，このような大きな違いがでる。

13) しかし，付図1及び付図2のヒストグラムでみると，密度型には若干変化がみられ
る。

14) この概念は，Cowell（1985）において「分配上の変化」：「旧」分配ベクトルの「新」
分配ベクトルへの変換として，所得移動性と関連づけられて展開されている。
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図３－１ 度数分布の step plotの比較

（資料）『所得再分配調査』１９７８年版により作成。
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る15)。そこで，所得階層数を m とするとき，変換 X→Y に対応する推移行列

を，

P（X ,Y）＝［prs（X ,Y）］∈�����

と書く。ここに，prs（X ,Y）は，分配 X のときに階層 rにいた個人が，分配 Y

の階層 sへ推移する確率である。つまり，

�
�

�

prs（X ,Y）＝1 for all r．

が成り立っている。

分配上の変換のうちの移動局面が，このような推移行列によって適切に要約

される。推移行列は移動性の確率モデルに無理なく関連づけられるから，所得

階層間の推移を統べるプロセスがマルコフ連鎖モデルに従うと想定できるなら

ば，システムの動学構造が推移行列によって規定される。

３）推移行列の推定と分析

さて，１９７８年調査においては階層 rから階層 sへ推移した世帯数がデータと

して１２地域ブロック別に与えられており，このデータ，

Nrs（b），b＝1,..., 12．

から，推移行列の各要素を推定することができる16)。

そこで，１８×１８再分配行列の隣接階層を統合し９×９推移行列を推定した結

果が表３－１である17)。この表は左側の当初所得階層から上側の再分配所得階

層への世帯の推移確率を表している。どの所得階層も再分配によって同一階層

に留まる確率がかなり高く（５２％－６９％），移動性はそれほど高くないと予想

される。だから不平等の改善に対応する全体的な上方シフト傾向がみられるか

15) 例えば，Prais（1955），Shorrocks（1976，1978），Atkinson et al.（1992）などを参照。
16) 最尤推定値（Anderson＝Goodman（1957））。
17) 所得階層数は分配の集約形式を特徴づける要素の1つだが，20年以上のスパンでみ
ると，この階層数が安定的な時期もあれば，そうでない時期もあり，1978年調査の
階層数は18，1981年は17，それ以降の80年代，90年代は16であったが，2002年調査
ではいきなり21となった。
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どうかは，ここでは判断しにくい。推移パターンは，低所得階層，中所得階層

および高所得階層の３グループに分けられる。図３－２，３－３および３－４

は，再分配によって世帯が各々の所得階層から横軸に目盛られた各々の所得階

層へ推移する確率を示している。どのグループにおいても所得階層が上昇する

につれて同一階層に留まる確率が高くなる。低所得階層，中所得階層および高

所得階層の各々の確率のピークは，当然各々の図の中の左側，中央および右側

に出現している。

そこで，この３つの階層に対応するように推移行列をまとめた結果が表３－

２である。３×３推移行列によると推移に関する先ほどの傾向はより鮮明にな

る。同一所得階層以外に推移する確率が約１０％から約２０％と低く，したがって，

移動性も低いといえる。また，全体的なシフト傾向は中所得層に集まる傾向の

ようである。このことは次のように，２種類の分配ベクトルと推移行列に固有

の定常分布18)を比較することによって確認される。

18) 推移確率が１次のマルコフ連鎖モデルに従うと想定する。

表３－１ 所得階層間の推移行列（９×９）

当初所得階層
再分配所得階層
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１ ０．５３７８ ０．２１８０ ０．１１０５ ０．０４０７ ０．０３２０ ０．０３２０ ０．００５８ ０．０１４５ ０．００８７
２ ０．０７５２ ０．５４３７ ０．２０６３ ０．０５８３ ０．０５５８ ０．０１４６ ０．０１４６ ０．０１４６ ０．０１７０
３ ０．００００ ０．１０８４ ０．６１１５ ０．１３７０ ０．０８５９ ０．０３４８ ０．００６１ ０．０１４３ ０．００２０
４ ０．００００ ０．００１７ ０．１８６４ ０．５２４１ ０．１８１４ ０．０７３２ ０．０１５０ ０．０１００ ０．００８３
５ ０．００００ ０．０００９ ０．００２８ ０．２１９４ ０．５８５９ ０．１４２５ ０．０３０４ ０．０１０４ ０．００７６
６ ０．００００ ０．００００ ０．０００８ ０．００３０ ０．２２２６ ０．６５３５ ０．０７９０ ０．０２９６ ０．０１１４
７ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００４０ ０．３５７９ ０．５３２３ ０．０８７７ ０．０１８１
８ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．０００８ ０．００００ ０．０１０３ ０．２５７６ ０．６７９７ ０．０５１７
９ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．００００ ０．３０５２ ０．６９４８

（資料）『所得再分配調査』１９７８年版により推定。
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図３－２ 低所得層の推移確率

（資料）表３－１により作成。

図３－３ 中所得層の推移確率

（資料）図３－２に同じ。
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定常分布との比較

低所得層 中所得層 高所得層

（１）当初分布 ０．１７４９ ０．４１７３ ０．４０７８

（２）再分配後分布 ０．１５５７ ０．４５１２ ０．３９３１

（３）定常分布 ０．１０５２ ０．５４２８ ０．３５２０

（３）／（２） ０．６７５７ １．２０３０ ０．８９５４

表３－２ 所得階層間の推移行列（３×３）

当初所得階層
再分配所得階層
低所得層 中所得層 高所得層

低所得層 ０．７９５２ ０．１７２７ ０．０３２１
中所得層 ０．０３９７ ０．８８３２ ０．０７７１
高所得層 ０．００００ ０．１２８５ ０．８７１５

（資料）表３－１により作成。

図３－４ 高所得層の推移確率

（資料）図３－２に同じ。
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再分配により低所得層および高所得層の相対度数が低下し，中所得層の相対

度数が上昇している19)。再分配分布から定常分布への変換では，この傾向はさ

らに強まるようである20)。

４）推移行列からの移動度の計測

次に，推移行列の移動性を要約する指標の計測を試みる。マルコフ連鎖モデ

ルに限定しても，所得階層間の移動性の測度は多数ある21)。ここではこの研究

分野でよく用いられる Shorrocks（１９７８）の移動測度Ms を採用する。階層数

m の推移行列を P とするとき，この移動測度は，

Ms＝
����������
���

．

と定義される。この測度はある状態に滞在する平均時間22)の調和平均の逆数を

状態数 m で規準化したものだから，この値が大きければ大きいほど，滞在時

間がそれだけ短く，したがって移動度はそれだけ高くなる。対角要素が最大値

をとる通常えられる行列については，

0≦Ms≦1

がみたされる23)。

所得階層間の推移を表す確率行列が推定できる行列データは，８０年代および

９０年代以降には公表されていない24)。そこで，１９７８年調査の推移行列の移動度

19) このことは9×9推移行列に対応する2種類の分配ベクトルの比較でも観察される。
すなわち，第1及び第2所得階層と第8及び第9所得階層とにおける相対度数の低下と
その残りの諸階層の相対度数の上昇とが観察され，このことは再分配による不平等
の若干の低下に関連している。

20) 定常分布は極限分布とよばれる場合があるように，それが存在するなら理論的に
は無限回の推移後に到達する分布だが，ここでの実例では約90回の推移で定常分布
にほぼ収束する。また，小数点以下5桁までの精度で妥協するならば，65回の推移で
定常分布にほぼ収束するといえる。

21) 代表的な研究に，Prais（1955），Theil（1972），Bartholomew（1973），Shorrocks（1978），
Sommer＝Conlisk（1978），Conlisk（1985）などがある。

22) Prais（1955）はある状態に滞在する平均時間とその標準偏差を与えている。
23) よく知られた Bartholomew（1973）測度は，定常分布が存在する必要があるうえに，
一般的にこの規準化をみたさない。
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の高低の目安をえるために２００個の一様乱数から３×３推移行列を１４個生成

し25)，Atkinson et al.（１９９２，p．１６）における仮説例としての所得階層間の３×

３推移行列をも含め，それらの移動度を低いほうから順に並べた結果が表３－

３である。９×９推移行列（表３－１）から計測した Shorrocksの移動測度で

も，０．４５４６なので，また所得再分配によって当初所得の分配がおおきく変わら

ないことから予想されるように，７０年代末における再分配による階層間の移動

度はかなり低いといえる。

３．２分配ベクトルの利用

１）移動性分析の枠組み

８０年代，９０年代以降の所得移動性の時系列分析を試みるために，ここでは分

配ベクトルの移動尺度の計測を行う。そのためには所得移動性の概念には多様

な側面があることを理解する必要がある。たとえば，その本質は個人間におけ

る所得の位置の変化経路の面であったり，個人の所得シェアの時間経路であっ

たりするが，時間幅は抽象的に捉えて相当の長時間が採られることもあれば，

瞬間が採用されることもある。しかし，所得水準の変動そのものが本質だとす

る見解もあり，そのなかで個々人の所得のプラス方向への変動とマイナス方向

24) 分配ベクトルからの推移行列の推定法については，例えば，Lee et al.（1970），
Kalbfleisch＝Lawless（1984）などがあり，実際の計測例については拙稿（1980）を参
照。

25) 条件「行列の各々の行の中で対角要素が最大値をとる」が付された。

表３－３ 推移行列の移動度の比較実験

順位 Shorrocks移動度 順位 Shorrocks移動度

１ ０．２２５１ ９ ０．６１９４
２ ０．４９９９ １０ ０．６３５８
３ ０．５０２２ １１ ０．６４６９
４ ０．５１２３ １２ ０．６５００
５ ０．５３６７ １３ ０．６６４８
６ ０．５６８８ １４ ０．６８８２
７ ０．５８６１ １５ ０．７０２０
８ ０．６０３２ １６ ０．７６９０

（注）順位１．再分配調査（７８年）及び１２．Atkinson et al.（９２）の推移行列以
外についての移動度は、一様乱数から生成された推移行列から計算。
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への変動とが，その方向に無関係に処理されるという意味での対称性を強調す

る Fields＝Ok型の対称移動尺度の研究の進展がめざましい。そこでここでは，

再分配による所得移動性を測るという目的から Fields＝Ok型の計算方式の絶

対型（Fields＝Ok，１９９６）と相対型（Fields＝Ok，１９９９）を利用し，Fields＝Ok

移動尺度26)のバリアントを数種類計測する。

Fields＝Ok尺度は，先の分配上の変換 X→Yにおいて，

絶対型：Ma＝�
�
�
�

�

��������

相対型：Mr＝�
�
�
�

�

���
��

��
� �

������
�������

と，簡明な形式なのでそのバリアントは多数作成できる。そこで，Fieldsと Ok

が所得水準の変動を重視するのにたいし，ここでは再分配に係わる相対量の移

動度と絶対量の移動度を２つの方式で計算する。具体的には世帯に関する移動

度と所得に関する移動度の計測を試みるが，とくに前者は推移行列に内在する

移動性に関連している。

２）移動度の計測と分析

さて，表３－４は所得階層別の世帯数と世帯シェアについて，上の２つの計

算式を適用した結果であり27)，表３－５は所得階層別の平均所得，総所得およ

び所得シェアについて，上の２つの計算式を適用した結果である。先の推移行

列の移動性の分析から，最近の四半世紀において１９７８年調査の移動度がかなり

低いことが予想されたように，分配ベクトルの変換性を表す移動度／変動度に

よると，世帯要因でみても所得要因でみても，ここで採用した１０種類（実質９

種類）の移動尺度すべてが７０年代末における移動度が一番低いことを示してい

る。各変動要因については次のようにいえるだろう。

26) Cowell（1985）は分配上の変化の測度の族を公理論的に導出しており，Fields＝Ok
尺度はこの族に属している。

27) 当初所得の総世帯数と再分配後の所得の総世帯数とが同一だから，世帯数の相対
変動度と世帯シェアの相対変動度とは同一である。しかし，総当初所得（平均当初
所得）と総再分配所得（平均再分配所得）とは同一ではない。
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Ａ．世帯要因

１．世帯変動度はこの２５年間上昇傾向にある（１９９０年および２００２年調査を除

く）。

２．とくに，世帯シェアでも世帯数でも，その絶対変動度と時との相関係数

は約９０％である。

３．また，その相対変動度と時との相関係数でも７２％ある。

Ｂ．所得要因

１．所得変動度にもこの２５年間に上昇傾向がみとめられる。

２．所得水準でも所得シェアでも，その相対変動度と時との相関係数は７３％

以上であり，とくに所得水準の相対変動度と時との相関係数は８３％以上

表３－４ 所得階層間移動度（世帯）

世帯数 世帯シェア
絶対変動MFa 相対変動MFr 絶対変動Mfa

１９７８ ３５．５８５０ ０．１２６９ ０．００５０
１９８１ ８５．６８００ ０．３３５６ ０．０１１９
１９８４ ９３．１４５０ ０．２６４８ ０．０１３０
１９８７ １１９．５８６９ ０．３３２８ ０．０１５７
１９９０ １３０．１８３２ ０．２４７７ ０．０１４７
１９９３ １５３．３６３６ ０．３１６４ ０．０１７４
１９９６ １５４．８８８０ ０．３６１５ ０．０１９０
１９９９ １６６．２１２８ ０．３６００ ０．０２０８
２００２ １４４．８３７０ ０．３７４４ ０．０１９０

（資料）表２－１に同じ。

表３－５ 所得階層間移動度（所得）

平 均 所 得 総 所 得 所得シェア
絶対変動Mxa 相対変動Mxr 絶対変動MXa 相対変動MXr 絶対変動Msa 相対変動Msr

１９７８ ３１．９７７ ０．２１９０ １７５９４ ０．２０２１ ０．００７４ ０．２１７６
１９８１ ７８．４９５ ０．３２６０ ４１２０７ ０．３４９０ ０．０１３９ ０．３５５０
１９８４ ７０．０６９ ０．３３７０ ４２７１８ ０．３２２５ ０．０１３８ ０．３２７４
１９８７ ７０．７６９ ０．３８１０ ５３４３８ ０．３６４８ ０．０１５２ ０．３７４８
１９９０ ６４．７００ ０．３８６８ ６３９５１ ０．４２３８ ０．０１３９ ０．４２６４
１９９３ ７６．７８８ ０．４４３４ ８５３３８ ０．４６１１ ０．０１６４ ０．４７４６
１９９６ ８１．３１９ ０．４７３１ ８０７３２ ０．４９５９ ０．０１６３ ０．４８４１
１９９９ ９０．７１９ ０．４９８７ ８１０３８ ０．５４６９ ０．０１６９ ０．５１３２
２００２ ７２．４４３ ０．３９２９ ５７０４５ ０．４３８４ ０．０１３５ ０．３６６２

（資料）表２－１に同じ。
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である。

３．３種類の絶対変動度と時との相関係数でも６３％以上である。

次に，所得再分配がもたらす不平等性の改善度と所得階層間の移動性とがど

のような関係にあるのかについて検討する。ここまでの分析から，再分配によ

るジニ係数の改善度は時間的に上昇傾向にあること，さらに再分配による移動

度／変動度にも上昇傾向がみとめられることがわかった。したがって，ここで

の分析対象期間に限られるかもしれないが，我が国において再分配がもたらす

移動度とジニ係数で測った不平等性の改善度との間に正の相関関係が成り立つ

ことが予想されるので，このことを以下で確認する。

表３－６は，所得再分配に起因する移動度とジニ係数の改善度との相関係数

等を示しているが，この表から次のようにいえるだろう。

Ａ．世帯要因

１．ジニ係数の改善度と世帯変動との相関関係は強い。

２．とくに，世帯シェアでも世帯数でも，その絶対変動度とジニ係数の改善

度との相関係数は約９０％である。

３．また，その相対変動度とジニ係数の改善度との相関係数でも７５％以上で

ある。

表３－６ 移動度とジニ係数の改善度との相関係数

移動尺度 積率相関係数 ９５％信頼区間

世帯シェア
絶対変動Mfa ０．９１２３ （０．６２９９，０．９８１７）

世帯数
絶対変動MFa ０．８８１９ （０．５２５８，０．９７５０）
相対変動MFr ０．７５２０ （０．１７５５，０．９４４４）

平均所得
絶対変動Mxa ０．６２４５ （－０．０６７８，０．９１０８）
相対変動Mxr ０．７８２４ （０．２４６２，０．９５１９）

総所得
絶対変動MXa ０．７２２８ （０．１１２８，０．９３７１）
相対変動MXr ０．７９９４ （０．２８８５，０．９５６０）

所得シェア
絶対変動Msa ０．６５４６ （－０．０１６８，０．９１９１）
相対変動Msr ０．６５６５ （－０．０１３５，０．９１９７）

（資料）図２－１，表３－４及び表３－５から計算。
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Ｂ．所得要因

１．ジニ係数の改善度と所得変動との相関関係も比較的強い。

２．とくに，所得階層別の総所得でも平均所得でも，その相対変動度とジニ

係数の改善度との相関係数は約８０％である。

３．３種類の絶対変動度のうち，階層別総所得とジニ係数の改善度との相関

係数は７０％以上であり，また所得シェアと後者との相関係数でも６５％以

上である。

このように移動度の上昇傾向とジニ係数の改善度の上昇傾向とがパラレルに

観察されるが，第２節の観察結果によると，当初所得および再分配所得の，と

くに８０年代以降の不平等化が著しかった。さらに，ジニ係数と時との相関係数

等を示す表３－７によると，当初所得の不平等化傾向のほうが，再分配所得の

不平等化よりも強い。したがって，我が国の７０年代末から２１世紀の初頭におい

ては，当初所得の分配の不平等度が高いほど，それを改善する方向へ再分配に

よる移動度は高まるが，この改善傾向が弱いために再分配後の所得分配の不平

等度は上昇傾向にある。つまり，再分配による移動度とジニ係数の改善度とは

密接な関係にあるが，再分配による移動度と当初所得のジニ係数との相関係数

等を示す表３－８によると，両者は因果関係にあるとみてもいいだろう。

３）近年の所得分配の不平等化の原因

厚労省（２００２年版『所得再分配調査』）が挙げる近年の当初所得分配の不平

等化の原因は，人口の高齢化による高齢者世帯の増加や，単独世帯の増加など

世帯の小規模化である。最近の所得分配の年齢階層別のジニ係数と世帯類型別

表３－７ ジニ係数と時との相関係数

１９６２－２００２ 積率相関係数 ９５％信頼区間

ジニ係数
当初所得 ０．８２７８ （０．５０８９，０．９４６９）
再分配所得 ０．７５２３ （０．３４３８，０．９２１４）

１９８１－２００２ 積率相関係数 ９５％信頼区間

ジニ係数
当初所得 ０．９６８７ （０．８３２０，０．９９４５）
再分配所得 ０．９２８３ （０．６４６７，０．９８７２）

（資料）図２－１から計算。
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のジニ係数は，上の資料に公表されており，それによると，

ａ．年齢階層別の当初所得のジニ係数は３０歳代半ばから世帯主の年齢と共に

上昇し，６０歳をすぎると急激に上昇する28)，

ｂ．高齢者世帯の当初所得のジニ係数は０．８２６４と，一般世帯の０．４１２３にくら

べて著しく大きい，ということがわかる。

当初所得には公的年金を主とした社会保障給付が算入されてないために，無

所得や低所得の退職者が中心の高齢者世帯と有所得の就業者世帯との所得較差

が大きい。このこととａ．およびｂ．の要因により，高齢者世帯の急増が当初所

得分配の不平等化の主因の１つといえよう。たしかに表３－９によると，全世

帯に対する高齢者世帯の割合も，６５歳以上の者のいる世帯の割合も，最近の約

１０年間は上昇傾向にある。しかし，長期的にみれば単独世帯の割合の上昇傾向

や平均世帯人員数の低下傾向が観察されるだろうが，ここで取り上げた資料に

よっては最近の約１０年では観察されない。橘木（２００４第４章）は所得分配の

不平等化の原因をいくつか論じており，ここでの論議に直接関連しているのは，

「高齢化の進展によって，高齢者間の貧富の格差がますます顕在化した」こと

28) 『所得再分配調査』（2002年版）に付随する第4表から推計・作成された付図3を参
照。

表３－８ 移動度と当初所得のジニ係数との相関係数

移動尺度 積率相関係数 ９５％信頼区間

世帯シェア
絶対変動Mfa ０．８３０９ （０．３７２１，０．９６３４）

世帯数
絶対変動MFa ０．８３３４ （０．３７９１，０．９６４０）
相対変動MFr ０．５６４０ （－０．１６０１，０．８９３４）

平均所得
絶対変動Mxa ０．４７８２ （－０．２７２４，０．８６７０）
相対変動Mxr ０．７３４４ （０．１３７２，０．９４００）

総所得
絶対変動MXa ０．７０００ （０．０６７０，０．９３１２）
相対変動MXr ０．７７５７ （０．２３０２，０．９５０３）

所得シェア
絶対変動Msa ０．５０９５ （－０．２３３７，０．８７６９）
相対変動Msr ０．６２３６ （－０．０６９１，０．９１０６）

（資料）表３－６に同じ。
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であり，その他に仮説的な理由として，１）能力・実績主義による賃金格差の

拡大，２）利子，配当等の金融資産の有無による資産所得の格差の影響，３）

自営業者，個人業主間の所得格差の拡大，４）不況がもたらす失業率の上昇に

よる低所得者の激増，生活保護世帯の激増，低賃金労働者の増加などを挙げて

いる。再分配所得の不平等化の原因としては，直接税のなかでもとりわけ所得

税の累進度の政策的な低下はよく知られている29)。また，当初所得分配の不平

等化の主因の１つである，高齢化の進展による高齢者世帯の増加に対応して，

もともと弱い累進性しかなかった公的年金給付の世帯所得に占めるウエイトが

高まっていることも指摘できよう。

４．お わ り に

我が国の所得分配を再分配の視点から分析する従来までの研究のほとんどが，

データの制約もあってせいぜい４時点ないし５時点の横断面分析であったのに

たいし，小論では，６０年代初期あるいは７０年代末から２００２年調査までの時系列

分析が試みられた。そしてまず，我が国の当初所得の分配および再分配所得の

29) 拙稿（1989）及び橘木（2004 第4章）を参照。

表３－９ 全世帯にたいする各世帯の割合（％）等

１）単独世帯 ２）高齢者世帯
３）６５歳以上の者

のいる世帯
平均世帯人員

１９９５ ２２．６ １０．８ ３１．１ ２．９１
１９９６ ２３．５ １１．１ ３１．０ ２．８５
１９９７ ２５．０ １１．５ ３１．５ ２．７９
１９９８ ２３．９ １２．６ ３３．３ ２．８１
１９９９ ２３．６ １２．９ ３３．１ ２．７９
２０００ ２４．１ １３．７ ３４．４ ２．７６
２００１ ２４．１ １４．６ ３５．８ ２．７５
２００２ ２３．５ １５．６ ３６．６ ２．７４
２００３ ２３．３ １５．８ ３７．７ ２．７６

（資料）『国民生活基礎調査』（厚労省）各年版により作成。
（注）１），２）及び３）には重複がある。

日本における所得再分配と所得移動度－２５４－

分配の８０年代初頭から２１世紀初頭にかけての不平等化傾向を確認し，税および

社会保障による全体的な不平等の改善度の上昇傾向を明らかにしたが，当初所

得の分配の不平等の上昇傾向のほうが再分配所得の不平等の上昇傾向よりも強

いために不平等の改善度に上昇傾向が生じているにすぎない。

さらに，分配ベクトルから直接的に計測された再分配による所得階層間の移

動度と再分配による不平等の改善度とは正の相関関係が強いことが実証された

が，当初所得の分配の不平等度が高いほど再分配による移動度も高く，不平等

に上昇傾向があるから再分配による移動度にも上昇傾向があるのである。この

ように不平等性と移動性に密接な関係があるのなら，Shorrocks（１９７８a）が提

示するように，２つの分配ベクトル間の移動度を不平等測度で表す方法も考え

られる。

そして，不平等度の要因分解法により，当初所得の不平等度から再分配所得

の不平等度への低下に貢献した最大の要因は，７０年代から９０年代初頭までは，

税金であり，それ以降２１世紀初頭までは現金給付でそのほとんどが年金給付で

あることが解明された。最後に，これに関連して近年の所得分配の不平等化の

原因が簡単に論じられたが，今後ここでの仮説的な論議を実証的に検討する必

要があろう。
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付図１ 当初所得のヒストグラム

（資料）『所得再分配調査』１９７８年版により作成。

付図２ 再分配所得のヒストグラム

（資料）『所得再分配調査』１９７８年版により作成。
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――――（1989）．イギリスと日本における所得分配と社会保障『西南学院大学経済学
論集』24(2)．
――――（1990）．社会厚生と所得再分配『西南学院大学経済学論集』25(3)．
――――（1995）．アメリカと日本における所得分配の変動『西南学院大学経済学論集』

30(3)．

日本における所得再分配と所得移動度－２５８－

下記の日程で，主に児島産地関係者の諸氏より，児島縫製業の歴史的変遷および現

況に関する聞き取り調査を行った。あわせて調査地における，資料収集を実施した。

７月２８日 広島県アパレル工業組合専務理事 佐藤 八郎 氏

（於 広島県アパレル工業組合）

７月２９日 岡山県アパレル工業組合専務理事・

元セロリー株式会社営業部責任者 本山 俊明 氏

（於 岡山県アパレル工業組合）

７月３０日 株式会社ベティスミス社長・

ジーンズメーカー協議会副理事長 大島 邦雄 氏

ジーンズミュージアム名誉館長・

元 Big John営業部責任者 柏野 静夫 氏

（於 株式会社ベティスミス社長室）

７月３１日 岡山県アパレル工業組合専務理事 本山 俊明 氏

（於 岡山県アパレル工業組合）

＊ 今回の予備調査にあたり，広島県アパレル工業組合専務理事の佐藤八郎氏には岡
山県アパレル工業組合の紹介，岡山県アパレル工業組合専務理事の本山俊明氏には
児島産地の概要説明，および児島における調査全般の調整に関し全面的な協力を得
た。さらにベティスミス社長大島邦雄氏，ジーンズミュージアム名誉館長の柏野静
夫氏には，児島産地，日本におけるジーンズ産業の発展について貴重な御教示いた
だいた。ここに，謝意を申し上げる次第である。なお本レポートにおける事実関係
の誤りなどがあるとすれば，その責任は全て筆者にある。

児島縫製業産地研究
第一次予備調査トリップレポート＊

実施期間 ２００４年７月２８日～３１日

山 村 英 司

－２５９－




